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日本遺産を通じた地域活性化計画

認定番号 日本遺産のタイトル

80
知ってる！？悠久の時が流れる石の島

～海を越え、日本の礎を築いた せとうち備讃諸島～

（１）将来像（ビジョン）

【地域のあるべき姿】

元号が平成から令和へ、新たな時代の幕が開けた年、せとうち備讃諸島の石の物語が日

本遺産に認定され、地域活性化への取組がスタートした。

私たちの日本遺産は、“離島”のみで構成するという特徴を持っているが、令和に入り、

日本の総人口が減少するなかで、“離島”の人口は、極めて厳しい状況にある。

２０年、３０年先の将来を展望した場合、島民の暮らしに不可欠な航路の存続をはじめ、

社会生活と経済活動の持続性確保は、最大の課題であり、その対策は待ったなしのところ

まで来ている。

私たちはこの現状を決して悲観することなく、日本遺産という仕組みをフルに活用し、

文化の力によって、山積する課題を乗り越えていかなければならない。

そのためには、日本遺産の力によって、地域住民が地域への誇りを取り戻し、シビック

プライドを醸成していく、言い換えれば歴史と文化を勇気に変えて地域活性化に取組み、

２０年、３０年先も心豊かで尊厳のある暮らしを実現したいと考えている。

また、島の生活を持続し、地域の活性化を図るためには、来訪者による産業振興・経済

発展が不可欠である。来訪者は、地域住民等が懸命に保存・継承してきた構成文化財に感

動し、少し照れながらも嬉しそうにストーリーを語る住民やガイドの姿に共感するととも

に、民間事業者が創造した商品を楽しむことで高い満足度を得る、こうした好循環の状態

を生み出していくべきである。この理念は、まちづくり計画と通じるものであり、日本遺

産「石の島」でつながる２市２町の総合計画・総合戦略等において、文化・観光政策の柱

の役割を果たすと考えている。

こうした将来像を実現するため、「地域活性化計画 2.0」をここに定め、今後３年間の取

組を確実に実行し、７つの柱に基づく事業を力強く推進することで、２０年先、３０年先

も「悠久の時が流れる石の島」であり続けたいと願っている。

私たちは、先人がその暮らしのなかで育み、途方もない年月と懸命な努力によって引き

継いできた宝物を、日本遺産の活動を通じて、新しい魅力を加え、確実に次の世代へと繋

げていかなければならない。

（様式２）
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※各目標に対し、複数の指標を設定可

（２）地域活性化計画における目標

目標①：地域住民や国内外からの来訪者が日本遺産のストーリーに触れ、その魅力を体

験すること

指標①－Ａ：構成文化財への来訪者数（単位：人）

年度
実績 目標

2022 2023 2024 2025 2026 2027

数値 188,829 237,325 275,790 280,000 285,000 290,000

指標・目標値の設定の

考え方及び把握方法

指標は、構成市町の構成文化財への来訪者（1～12 月）の総数

とし、目標値の設定は、2024（R6）年度を基準とし、2027（R9）

年度で＋5％を目指す。

把握方法は、日本遺産ストーリーの構成文化財である箇所の来

客数の実測とする。

（笠岡市：北木石の丁場（石切りの渓谷展望台）、丸亀市：塩飽

勤番所、土庄町：大坂城残石記念公園、小豆島町：寒霞渓）

目標①：地域住民や国内外からの来訪者が日本遺産のストーリーに触れ、その魅力を体

験すること

指標①－Ｂ：新設する日本遺産センターの体験来訪者数（単位：人）

年度
実績 目標

2022 2023 2024 2025 2026 2027

数値 － － － 300 300 300

指標・目標値の設定の

考え方及び把握方法

日本遺産センターの体験来訪者数を指標とする。新設であるた

め、数値の設定が難しいが、目標値としては、年間 100 日程度の

開館・1日平均 3人程度の体験来訪者数を見込む。

把握方法は、ストーリー等を解説する学術専門員等が直接カウ

ントする。



3

目標②：地域において日本遺産のストーリーが誇りに思われること

指標②－Ａ：日本遺産「石の島」の認知度の割合（単位：％）

年度
実績 目標

2022 2023 2024 2025 2026 2027

数値 50 48

－（調査中）(審査時)

49(審査後に判明した実

績値)

－ － 53

指標・目標値の設定の

考え方及び把握方法

指標は、構成市町における日本遺産「石の島」ストーリーの認

知度の平均値とし、2023（R5）年度に実施したアンケート数値を

基準とし、2027（R9）年度で＋5ポイントを目指す。

把握方法は、構成市町の住民を対象に、無作為抽出による共通

アンケートを実施する。

目標③：日本遺産を活用した事業により、経済効果が生じること

指標③－Ａ：構成市町の宿泊者の観光消費額（単位：円）

年度
実績 目標

2022 2023 2024 2025 2026 2027

数値
127 億

6,629 万円

144 億

8,133 万円
調査中

146 億

9,855 万円

149 億

1,577 万円

152 億

540 万円

指標・目標値の設定の

考え方及び把握方法

構成市町の宿泊者の観光消費額の合計値を指標とする。

目標値は、2023（R5）年度を基準とし、2027（R9)年度で＋5％

を目指す。

把握方法は、構成市町における宿泊客数と岡山県観光客動態調

査（R4県外宿泊観光客 30,494 円/人 R5 県外宿泊観光客 38,565 円

/人）、香川県観光客動態調査（R4 県外宿泊観光客 30,748 円/人

R5 県外宿泊観光客 28,611 円/人）の観光消費額単価（最新の公

表）に基づき、経済効果を算出する。

目標③：日本遺産を活用した事業により、経済効果が生じること

指標③－Ｂ：日本遺産に係る旅行商品売上金額（単位：千円）

年度
実績 目標

2022 2023 2024 2025 2026 2027

数値 － － － 100 200 300

指標・目標値の設定の

考え方及び把握方法

地域連携 DMO 観光協会、旅行会社等、民間事業者の売上金額を

指標とする。新規の取組であるため、当初は無理のない金額とし、

2倍、3倍の拡大を目指す。

把握方法は、民間事業者への丁寧な聞き取り調査を実施する。
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目標④：日本遺産のストーリー・構成文化財の持続的な保存・活用が行われること

指標④－Ａ：ふるさと納税を活用した、構成文化財の保存・活用の金額（単位：千円）

年度
実績 目標

2022 2023 2024 2025 2026 2027

数値 0 2,693 2,647 3,000 3,000 3,000

指標・目標値の設定の

考え方及び把握方法

構成文化財の保存・活用事業費に充当したふるさと納税を指標と

する。2025（R7）年度当初予算計上額をベースに目標値を設定し

ている。把握方法としては、財政担当課へ毎年度の決算充当金額

を確認する。

目標⑤：地域への経済効果も含め広く波及効果が生じること

指標⑤－Ａ：構成市町の観光客数（単位：人）

年度
実績 目標

2022 2023 2024 2025 2026 2027

数値 5,440,000 5,682,000 5,659,000 5,744,000 5,829,000 5,942,000

指標・目標値の設定の

考え方及び把握方法

構成市町の延べ観光客数（1～12 月）を指標とする。2024（R6）

年度を基準とし、2027（R9）年度で＋5％を目指す。

把握方法は、市町等の公表統計値による。
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（３）地域活性化のための取組の概要

【地域の現状・成果・課題】

日本の総人口が減少するなかで、条件不利地域といわれる“離島”の人口減少は、航路の

衰退もあって、極めて厳しい状況にある。また、人口の減少によって、地域のコミュニテ

ィ力は低下し、全ての産業において担い手が不足するなど、島の持続可能性が問われてお

り、地域活性化に向けた取組みは待ったなしのところまで来ている。

このような状況のなかで、地域の資源である“石”と‘海’、そこから派生した地域固有

の伝統文化と産業をストーリーとした日本遺産による地域づくりが令和元年度にスター

トした。

認定初年度の「さあ！これから」という時にコロナが発生し、人と人との接触をはじめ、

あらゆる活動が制限されるなかで、地域活性化計画の実行は、様々な困難を伴うものであ

った。

しかしながら、日本遺産「石の島」でつながる２市２町の首長が先頭に立って「せとう

ち備讃諸島日本遺産推進協議会」を力強く牽引（年２回の総会には４人の首長が参加）し、

地域住民はもとより、観光・商工事業者、学校等の教育機関、文化関係者等の賛同・協力

を頂き、それぞれの立場での主体的な取組みが実現した事で、備讃諸島ならではの歴史

的・文化的な価値の蓄積が進み、地域活性化への“種まき”と“芽生え”が生まれたとこ

ろである。

具体的には、①観光協会の DMO 取得（丸亀市・小豆島）、②石の島ガイドの養成・実践と

島々のガイドを束ね横連携するガイドの組織化、③ふるさと納税の大幅な拡大、④首長の

リーダーシップによる行政計画への明確化、⑤構成文化財の基盤整備（解説板・遊歩道整

備・周辺トイレ整備等）の進捗、⑥民間事業者の手による飲食・宿泊施設の新規開店、⑦

レンタル自転車の増大等二次交通の充実、⑧玄関となる港の整備、⑨ストーリーにまつわ

る新規商品開発、⑩シビックプライドを醸成するシンポジウム・ワークショップ等の開催、

⑪ＨＰ、ＳＮＳ、メディア等を活かした情報発信、⑫全国イベントへのフル参加（２市２

町が欠けることなくＰＲ）等を展開してきている。

一方で課題も山積しており、具体的には、①日本遺産を牽引する協議会運営については、

まだまだ行政主体の色合いが強く、民間事業者の関わりが弱いため、更なる連携強化と事

業者自らの主体的な取組みの誘発、②核となるリーダーの配置・育成、③事業のテーマご

とに組織を体系化する仕組みづくり、④自治体内における部局間の連携強化等、協議会の

組織強化を図る必要がある。

さらに、加速度的に進む人口減少によって、島の担い手確保には限界があることから、

都市部の高いスキルを持った人材を呼び込む仕組みを構築することが求められている。

また、「地域内外の人々がストーリーに触れ、その魅力を体験する。」という本質的なテ

ーマを実現する拠点の整備が急務であり、日本遺産認定前からの課題であった「島々を周

遊する仕掛けづくり」にも継続して取り組んでいく必要がある。

以上のような現状と課題について、目を背けることなく認識し、真正面から確実に取組

を進めるため、令和７年度から今後３年間の「地域活性化のための取組の概要」を定める

ものである。
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【今後３年間の取組の概要】

① 組織整備

最大の課題である「せとうち備讃諸島日本遺産推進協議会」の体制強化を図る。具体的

には、事業を統括し、推進力を高めるための「プロジェクトリーダー」、「サブリーダー」

を新たに配置する。また、事業のテーマごとにグループを整備し、観光関係者（DMO）をは

じめ、民間事業者の主体的な参画を促す仕組みを構築することで、産・官・学・民が連携

し、それぞれの役割分担の下、日本遺産に関わる全ての関係者が主人公（当事者）になる

ことを目指す。協議会は全ての事業を動かすエンジンであることから、体制強化は日本遺

産の持続性を強固にし、目指すべき将来の実現に向けて、機動力を高めることが出来る。

② 戦略立案

大胆かつ実効力のある戦略を立案するため、本協議会の強みである首長の直接的な関

与・陣頭指揮体制を一層高めていく。具体的には、首長自らが主導する協議会総会におい

て、事業計画・予算・組織体制等の徹底的な検証と改善を進めるほか、２市２町の幹部職

員で構成する幹事会定例会を創設する。さらに政策担当課長・財政担当課長の意見を取り

入れる仕組みも構築し、まちづくり計画との関係性を明確化し、必要となる予算を中期財

政計画に位置付けることで、予算獲得の安定化と持続化につなげる。

③ 人材育成

将来に渡って優秀な人材を確保していくためには、離島の人材のみで完結することは、

もはや不可能である。従って、優れたスキルを持つ都市部の若者を呼び込む施策が必要で

あり、具体的には、総務省の「地域おこし協力隊」制度を活用し、未来に向けて持続可能

な人材の確保を図り、将来のリーダーへ育成していく。また、地域内外の人々がストーリ

ーに触れ、その価値を体験するためには、物語を伝えるガイド人材のスキルアップが不可

欠なことから、「つながるガイド会議」の仕組みをフル活用し、ツアー商品の開発等を通じ

て、ガイドが自ら稼ぎ、活躍する仕組みをつくっていく。さらに、各島々には既に地域で

活躍している団体や人材が存在することから、緊密な関係を構築し、多様な事業展開と成

功体験を重ねることで、地域への自信と愛着を深めていく。

加えて、事業テーマごとに新設するグループにコーディネーターを配置し、グループの

機動力を高めるとともに、グループ研修等を通じた人材育成を推進する。

④ 基盤整備

シリアル型の日本遺産であるがため、石の島ストーリー全体を発信し、体験出来る仕掛

けが不十分であったといえる。日本遺産は、短い時間軸では決して完結しないことから、

事業の検証と改善を繰り返しながら、毎年の成長を目指す必要がある。このため、中核拠

点となる「日本遺産センター・コーナー」を新設し、地域住民と来訪者の体験拠点を整備

する。具体的には、廃校になった学校等、既存の公共施設を活用し、財政負担も考慮しな

がらスタートを切り、センターとして果たすべき役割について、仮説・検証・改善という

ＰＤＣＡを回しながら、未来に向けたセンターの持続的成長を目指す。

また、島々が財（金）を獲得しないと、日本遺産の持続性は確保出来ないことから、更

なる宿泊・飲食施設の整備が不可欠である。日帰り観光では、数千円の消費しか期待出来

ないが、宿泊を伴った場合、経済効果は数万円に跳ね上がることから、民間の力によるホ

テル・民宿等の整備を推進する。具体的には、総務省のローカル 10,000 プロジェクトを
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はじめ、国の補助制度をフル活用し、地域金融機関等の伴走によって、初期投資を確保し、

島の稼ぐ力を未来に向かって高めていく。

⑤ 観光事業化

ホテル・宿泊施設の整備については、構想からオープンまで、数年単位の時間が必要で

あり、誘客に向けての短期的な戦略が必要である。また、課題となっている２市２町の島々

を周遊する仕掛けを開発しなければならない。このため、日本を代表する新造船「飛鳥Ⅲ」

をはじめとする日本船籍はもちろんのこと、「COLAL GEOGRAPHER」等、外国船籍のクルーズ

誘致を推進するとともに、スーパーヨットの寄港も促し、構成文化財へのガイドツアーや

土産品等の販売促進につなげる。

また、ストーリーにまつわる商品開発に向けて、２市２町それぞれの助成制度を継続し、

満足度の向上と地域経済の持続的発展を目指す。

⑥ 普及啓発

Ｕターン等、島の将来の人材を確保するためには、子どもたちが地域の歴史・文化に愛

着を持ち、誇りを育み、島に帰って活躍したいと思う郷土愛を養うことが何より重要であ

る。このため、学校への出前授業を継続するとともに、シンポジウムの開催や公民館での

体験型ワークショップなどを粘り強く開催し、地道な普及啓発を推進する。

一方、包括連携協定による大学との域学連携や「文化財石垣保存技術協議会」との共同

事業等を通じて、大学教授や石工等の研究者・技能者を招聘し、専門的知見から日本遺産

の価値を直接住民へ伝播してもらい、時として当たり前の存在になっている地域資源の魅

力を今一度、掘り下げることでシビックプライドの醸成を実現していく。

⑦ 情報編集・発信

地域住民への日本遺産アンケート結果によると、石の島のストーリーを広めるための手

段として、メディアを活かした情報発信を望む声が最多となっている。このため、映画の

ロケ地誘致をはじめ、テレビ番組での特集放送、地元ラジオへの出演等を継続展開し、戦

略的な情報発信を持続することで、認知度向上へつなげていく。

また、モバイル対応の公式ＨＰの更新頻度を高めるとともに、ＳＮＳのフォロワーを拡

大することで、選ばれる日本遺産への道筋をつくっていく。
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（４）実施体制

[せとうち備讃諸島日本遺産推進協議会を主体とした体制強化]

日本遺産のエンジンである協議会の体制強化を実行する。

具体的には強みを活かし、弱点の補強・改善を断行することで、モデルチェンジを行う。

本協議会の強みは、２市２町の首長が協議会運営に直接的に関与し、トップ自らが牽引し

ている点にあり、その仕組みを継続していくことで、日本遺産事業を強力に推進する。

一方、弱みについては、戦略立案を担う人材が不足している点にあり、「プロジェクトリー

ダー」、「サブリーダー」を新たに配置し、実施体制の強化を図る。

また、民間事業者の主体的な参画と活動を促すため、事業のテーマごとにグループを整

備する。具体的には、「人材育成」、「基盤整備」、「観光事業化」、「普及啓発」、「情報編集・

発信」の各グループを設け、グループ会議を通じて、情報の共有を図るとともに、事業推

進の実効性を確保する。

さらに、２市２町における関係部局間の連携強化に向けて、幹部職員で構成する幹事会

定例会の制度を創設するとともに、まちづくり計画との整合性を担保し、中期財政計画に

よる財政的な裏付けを確保するため、政策担当部局・財政担当部局の意見を取り入れる。

こうした協議会の体制強化が「絵に描いた餅」で終わることがないよう、総会・幹事会・

実務担当者会は、定例的に開催する仕組みを構築する。

［人材育成・確保の方針］

地域おこし協力隊の活用をはじめ、ガイド人材のスキルアップ、地域で活躍している人

材との緊密な連携、グループへのコーディネーター配置等により、将来を見据えた人材育

成と確保を図っていく。さらに、観光事業化等に向けて、より専門性の高い人材も必要で

あることから、総務省の「企業派遣型地域活性化起業人」制度を活用し、実践力のある人

材の確保を実施する。

戦略立案

[幹事会］

［実務担当者会］

[総会］

せとうち備讃諸島日本遺産推進協議会のモデルチェンジ

2 市 2 町の首長

それぞれの行政担当職員が伴走[グループ会議]

・地域おこし協力隊

・せとうち石の島ガイド

・既に活躍している人材

・移住者

・地域活性化起業人

・構成文化財の所有者や管理者

・ホテル・飲食・交通等関係者

・笠岡市観光協会

・丸亀市観光協会(地域 DMO)

・小豆島観光協会(地域 DMO)

・その他観光に携わる

地元協議会、NPO、社団法人

・各市町教育委員会・香川大

学・徳島文理大学・せとうち

観光専門職短期大学

・小学校・中学校・高校

・その他大学・文化財保護審

議会・文化財石垣保存技術協

議会

・ライター

・2市 2 町観光協会

・インフルエンサー

幹部職員

実務担当者

プロジェクトリーダー・サブリーダー

（会 長）笠岡市長

（副会長）丸亀市長・土庄町長・小豆島町長

・笠岡市教育委員会・丸亀市教育委員会・土庄町教育委員会・小豆島町教育委員会
・笠岡商工会議所・丸亀商工会議所・土庄町商工会・小豆島町商工会
・笠岡市観光協会・丸亀市観光協会・小豆島観光協会
（オブザーバー） ・岡山県観光課・岡山県教育庁文化財課

・香川県観光振興課・香川県文化振興課

人材育成 G
［コーディネーター］

基盤整備 G
［コーディネーター］

観光事業化 G
［コーディネーター］

普及啓発 G
［コーディネーター］ ［コーディネーター］

情報編集・発信 G

［コーディネーター］

新

新 新 新 新 新

新
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また、２市２町では人口減少対策として移住施策に力点を置いているが、移住担当課と

の情報共有を強化し、日本遺産に興味を示す移住者に対し素早くアプローチし、新たな人

材の発掘につなげる。

将来的な目標としては、子どもたちの郷土愛を育むことで、島にＵターンする流れを生

み出し、持続可能な人材を確保していく。

（５）日本遺産の取組を行う組織の自立・自走

[自治体による財源確保策]

協議会主体の戦略的かつ実効性のある事業展開を進め、日本遺産の取組を確実に推進す

るためには安定的な財源確保が必要である。

基本的には、２市２町の負担金を原資として協議会の財源とするが、２市２町の一般財

源による負担は自治体の財政運営に影響することから、持続性のある財源確保が求められ

る。

幸いなことに、日本遺産認定後、ふるさと納税は大幅に拡大しており、今後も日本遺産

をはじめとする島のＰＲ、魅力ある返戻品の追加、ポータルサイトの拡大等によって、更

なる獲得を目指していく。また、ふるさと納税の活用（行政用語の財源充当）は、財政担

当課が実務を担うことから、日本遺産に必要となる予算の緊密な協議を進めるとともに、

日本遺産の取組を中期財政計画へ確実に反映していく。

また、内閣府が推進する企業版ふるさと納税の活用も視野に入れ、先進自治体を参考に

調査・研究を進める。

２市２町においても、地域の実情に合わせた財源確保策を検討していく必要がある。小

豆島においては、その一方策として、法定外目的税である「宿泊税」の導入に向けて一歩

踏み出し、総務省や関係事業者等との協議を開始し、条例制定を目指していく。

加えて大型クルーズ船の誘致は、島の周遊性を高め観光消費を誘発するとともに、クル

ーズ船の寄港割合に応じて固定資産税（償却資産課税）の大臣配分がなされることから、

財源確保の観点からも重要な取組であり、税務担当課との連携によって、さらなる拡大を

図る。

こうした重層的な財源確保策によって、日本遺産事業が将来に渡り持続できるよう基盤

を整えていく。

[民間事業者・協議会による財源確保策]

ガイドツアーの催行をはじめ、日本遺産関連商品の開発と販売を推進し、稼ぐ力を高め

ていく。民間事業者の売上は、最終的には自治体の税収増加に繋がることから、長期的な

視点に立って取組を進めていく。また、協議会が単費で作成したトートバック等の関連グ

ッズを全国イベントで販売し、地道な財源確保策を実行する。
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（６）構成文化財の保存と活用の好循環の創出に向けた取組

日本遺産を構成する文化財は、島の先人がその暮らしの中で育み、途方もない年月と懸

命な努力によって引き継いできた地域の宝であり、備讃諸島の歴史・文化の象徴といえる。

島に生きる私たちは、先人に感謝し、構成文化財の保存と活用を通じて、新しい魅力を

加え、確実に次の世代へと繋げていかなければならない。

私たちにとって、当たり前となっている風景や歴史・文化が、人口減少という荒波によ

って、失われるかも知れないという強い危機感を島の人々が共有しなければならない。

このため、新たな地域活性化計画を定め、まずは今後３年間の取組を確実に実行し、７

つの柱に基づく事業を力強く推進することで、構成文化財の保存と活用の好循環が創出さ

れると考えている。

構成文化財を守り、継承していく主人公は、言うまでもなく島に暮らす人々であり、来

訪者の応援によって、その保存・活用の行動は熟度を増していく。

自分たちの地域は自分たちで守るという誇りを取り戻し、日本遺産の活動を通じて、地

域活性化を実現していかなければならない。
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（７）地域活性化のために行う事業

（７）－１ 組織整備

（事業番号１－Ａ）

事業名 事業の全体統括を行う組織の整備及び協議会の体制強化

概要 地域活性化計画の実現に向け、せとうち備讃諸島日本遺産推進協議会の

体制強化を行う。

取組名 取組内容 実施主体

①

プロジェクトリーダー

の配置

戦略立案の推進力を高めるため、日本遺産オフ

ィシャルパートナーシッププログラム等を活用

し、プロジェクトリーダーを配置する。

協議会

②

プロジェクトサブリー

ダーの配置

サブリーダーを配置し、次期リーダーとして育

成する。 協議会

③

定例連絡会議の設置 月 1回程度の事務担当者連絡会議を開催

協議会

④

年度 事業評価指標 実績値・目標値

2022

プロジェクトリーダーの配置数

-

2023 -

2024 -

2025 プロジェクトリーダーの配置数 1名

2026 プロジェクトリーダーの配置数 1名

2027 プロジェクトリーダーの配置数 1名

事業費 2025 年度：100 千円 2026 年度：100 千円 2027 年度：100 千円

継続に向けた

事業設計

協議会の運営費用等については 2市 2町がふるさと納税等を活用し、負

担する。
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（事業番号１－Ｂ）

事業名 事業の企画・実施を行うグループの設置

概要 計画に基づく事業を中心となって企画・実施する役割を担うグループの

整備。

取組名 取組内容 実施主体

①

事業を推進するグルー

プの整備

民間事業者を主体とした人材育成、基盤整備、観

光事業化、普及啓発、情報編集・発信を担う各グ

ループを設置する。

協議会及び

民間事業者

②

③

④

年度 事業評価指標 実績値・目標値

2022

各グループが企画実施した事業の数

-

2023 -

2024 -

2025 各グループが企画実施した事業の数 0件

2026 各グループが企画実施した事業の数 5件

2027 各グループが企画実施した事業の数 10 件

事業費 2025 年度：0円 2026 年度：250 千円 2027 年度：500 千円

継続に向けた

事業設計

各グループの事業化に向けた費用については協議会が予算化する。
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（事業番号１－Ｃ）

事業名 せとうち備讃諸島日本遺産推進協議会の財源の確保

概要 日本遺産推進協議会の体制強化あるいは事業の企画実施を行うための

財源を確保する。

取組名 取組内容 実施主体

①

ふるさと納税を活用し

た財源の確保

日本遺産をはじめ 2市 2 町の観光資源を積極的

に PR することによってふるさと納税を獲得す

る。

笠岡市、丸亀

市、土庄町、

小豆島町

②

企業版ふるさと納税を

活用した財源の確保

地方創生応援税制を活用し、日本遺産を応援す

る企業からの寄付金を獲得する。

笠岡市、丸亀

市、土庄町、

小豆島町

③

④

年度 事業評価指標 実績値・目標値

2022

ふるさと納税を活用した日本遺産事業費への充当

金額

21,979 千円

2023

25,985 千円（審査時）

17,956 千円（審査後に判明した

実績値）

2024

17,077 千円（予算）（審査時）

24,216 千円（審査後に判明した

実績値）

2025
ふるさと納税を活用した日本遺産事業費への充当

金額
20,000 千円

2026
ふるさと納税を活用した日本遺産事業費への充当

金額
20,000 千円

2027
ふるさと納税を活用した日本遺産事業費への充当

金額
20,000 千円

事業費 2025 年度:10,000 千円 2026 年度:10,000 千円 2027 年度:10,000 千円

継続に向けた

事業設計

2市 2町の魅力ある特産品（返戻品）のさらなる充実とポータルサイト

の充実。
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（７）－２ 戦略立案

（事業番号２－Ａ）

事業名 戦略立案体制の強化

概要 新設するプロジェクトリーダーを中心に、協議会の定例会制度を構築

し、事業の進捗状況確認、情報共有、課題改善を図る

取組名 取組内容 実施主体

①

協議会総会の実施 2 市 2町の首長をはじめ、関係機関が一同に会す

る総会を年 2回開催し、首長のリーダーシップ

の下、まちづくりとの整合性を確保する。

協議会

②

幹事会定例会の創設 2 市 2 町の担当部課長からなる幹事会を年 4 回

開催し、「地域活性化のための取組みの概要」の

進捗状況の点検、改善方策を担当者に指示する。

協議会

③

担当者会議の定例化 プロジェクトリーダーを中心に担当者会議を月

1回程度開催し、目標値等の進捗状況の確認、情

報共有、課題改善を図る。

協議会

④

新設するグループ会議

の創設

人材育成、基盤整備、観光事業化、普及啓発、情

報編集・発信の各グループが事業の協議・改善を

図る会議を随時開催する。

協議会

年度 事業評価指標 実績値・目標値

2022

協議会の開催頻度

8回

2023 10 回

2024
10 回（2月末時点）（審査時）

11 回（審査後に判明した実績値）

2025 協議会（定例会）・グループ会議の開催頻度 19 回

2026 協議会（定例会）・グループ会議の開催頻度 19 回

2027 協議会（定例会）・グループ会議の開催頻度 19 回

事業費 2025 年度：200 千円 2026 年度：200 千円 2027 年度：200 千円

継続に向けた

事業設計

2市 2町の首長が直接参画することで、戦略立案の確実な継続展開を確

保する。また、プロジェクトリーダーの新設により定例的な会議推進を

担保する。
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（事業番号２－Ｂ）

事業名 まちづくり計画への位置付け

概要 総合計画をはじめ、2市 2町のまちづくりの基本となる行政計画へ日本

遺産の戦略立案を位置付ける。

取組名 取組内容 実施主体

①

行政計画への明確化 総合計画、総合戦略、観光ビジョン、文化財保存

活用地域計画等へ日本遺産のビジョン・取組を

盛り込み、まちづくりとの整合性を確保する。

笠岡市、丸亀

市、土庄町、

小豆島町

②

③

④

年度 事業評価指標 実績値・目標値

2022

日本遺産との関係性を明確化した行政計画の数

8計画

2023 14 計画

2024 15 計画

2025 日本遺産との関係性を明確化した行政計画の数 15 計画

2026 日本遺産との関係性を明確化した行政計画の数 15 計画

2027 日本遺産との関係性を明確化した行政計画の数 15 計画

事業費 2025 年度：31,500 千円 2026 年度：0千円 2027 年度：4,000 千円

継続に向けた

事業設計

2市 2町の首長自らが、行政計画への位置づけをまちづくり担当部署等

へ指示するとともに、パブリックコメントによる住民理解の促進と議会

の同意等を得ることで、継続性を確保していく。
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（７）－３ 人材育成

（事業番号３－Ａ）

事業名 コーディネーターの配置と既存人材の活用

概要 新設する人材育成、基盤整備、観光事業化、普及啓発、情報編集・発信の各グル

ープにコーディネーターを配置し、研鑽を通じてスキルの向上を図る。

島ですでに活躍している人材にアプローチし、日本遺産事業への理解協力を促す。

取組名 取組内容 実施主体

①

コーディネーターの配

置と能力開発

各グループにコーディネーターを配置し、さら

なる能力開発に向け日本遺産事業を学ぶ研修会

を開催する。

協議会

②

既に地域で活躍してい

る人材の理解・協力の

促進

島ですでに活躍している人材にアプローチし、

日本遺産事業への理解協力を促すことで、新た

な人材の確保につなげる。

協議会

③

④

年度 事業評価指標 実績値・目標値

2022

各グループで開催する研修会への参加者数

-

2023 -

2024 -

2025 各グループで開催する研修会への参加者数 15 人

2026 各グループで開催する研修会への参加者数 15 人

2027 各グループで開催する研修会への参加者数 15 人

事業費 2025 年度：100 千円 2026 年度：100 千円 2027 年度：100 千円

継続に向けた

事業設計

各グループの円滑な運営とコーディネーター配置に向けて協議会が丁

寧に支援し、予算を確保していく。
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（事業番号３－Ｂ）

事業名 ガイド人材の活躍

概要 日本遺産石の島ガイドの育成、スキルアップ、ガイド組織の強化とイベント参加

や商品開発等、ガイドの活躍を促す。

取組名 取組内容 実施主体

①

ガイドスキルアップ講

座の実施

日本遺産の魅力を伝えることのできるガイドの

育成、ガイドのスキルアップ向上のための講座

等を実施。

協議会

②

日本遺産ガイド組織の

強化と周辺ガイド組織

との連携

ガイドの中心となる“結び人”を軸に、地域ミー

ティング（笠岡、塩飽、小豆島）と全体ミーティ

ングを実施し、ガイド間の連携を深め、交流を促

進する。

また丸亀城等周辺ガイド組織との連携により

周遊を促す。

つながるガ

イド会議

③

日本遺産関連イベント

での石の島ガイドの活

用

日本遺産ストーリーの知識が豊富な石の島ガイ

ドに日本遺産関連イベントへ参加してもらい、

魅力を発信する。

協議会

④

ガイドツアー商品の開

発

日本遺産石の島ガイドが主体となり、ツアー商

品の開発を推進する
つながるガ

イド会議

年度 事業評価指標 実績値・目標値

2022

ガイド件数

-

2023 157 件

2024
90 件（1月末時点）（審査時）

127 件（審査後に判明した実績値）

2025 ガイド件数 160 件

2026 ガイド件数 160 件

2027 ガイド件数 160 件

事業費 2025 年度：1,000 千円 2026 年度：1,000 千円 2027 年度：1,000 千円

継続に向けた

事業設計

つながるガイド会議が主体となり、地域間連携を図り、地域ミーティン

グ、全体ミーティングを重ねていくことで、継続的な取組を推進してい

く。
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（事業番号３－Ｃ）

事業名 地域おこし協力隊員の活用

概要 都市部の高いスキルを持った人材を地域おこし協力隊員として採用し、関係機関

へ派遣することで将来の人材育成と確保に繋げる。

取組名 取組内容 実施主体

①

地域おこし協力隊員の

活躍

総務省の制度である地域おこし協力隊員を新た

に採用し、将来的にはプロジェクトリーダーや

コーディネーターを担う人材へと育成してい

く。

笠岡市、丸亀

市、土庄町、

小豆島町

②

③

④

年度 事業評価指標 実績値・目標値

2022

地域おこし協力隊の活躍人数

-

2023 1 人

2024 1 人

2025 地域おこし協力隊の活躍人数 1人

2026 地域おこし協力隊の活躍人数 2人

2027 地域おこし協力隊の活躍人数 2人

事業費 2025 年度：5,500 千円 2026 年度：11,000 千円 2027 年度：11,000 千円

継続に向けた

事業設計

2市 2町のホームページ、移住交流サイト等を通じて全国の都市部から

優秀な人材を募集する。特別交付税措置の継続・拡大を総務省に要望し

ていく。
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（７）－４ 整備

（事業番号４－Ａ）

事業名 ストーリーを伝える拠点施設（日本遺産センター等）の整備

概要 日本遺産ストーリーや構成文化財の魅力を来訪者へ体験してもらうた

め、拠点施設等の整備を推進する。

取組名 取組内容 実施主体

①

日本遺産センター・コ

ーナーの新設

地域住民、来訪者が日本遺産のストーリーに触

れ、その魅力を体験する日本遺産センター・コー

ナーを新設する。また各島の情報発信拠点の強

化を図る。

笠岡市、丸亀

市、土庄町、

小豆島町

②

ストーリーを伝える展

示の整備

日本遺産センター・コーナーにおける展示の充

実を図る。

笠岡市、丸亀

市、土庄町、

小豆島町

③

案内・解説板の整備 案内標識・解説板の定期的な点検等を通じて、来

訪者の導線確保と情報発信の機能を持続する。

また、看板更新の際には多言語化を含め、情報発

信力を強化する。

笠岡市、丸亀

市、土庄町、

小豆島町

④

周辺環境の整備 構成文化財等を訪れる地域住民、観光客の満足

度向上のため、トイレ・駐車場・遊歩道等の環境

整備を行う。

笠岡市、丸亀

市、土庄町、

小豆島町

年度 事業評価指標 実績値・目標値

2022

ストーリーを伝える展示整備件数

-

2023 -

2024 -

2025 ストーリーを伝える展示整備件数 1件

2026 ストーリーを伝える展示整備件数 1件

2027 ストーリーを伝える展示整備件数 1件

事業費 2025 年度：500 千円 2026 年度：500 千円 2027 年度：500 千円

継続に向けた

事業設計

各市町の行政計画に日本遺産を位置づけ、日本遺産活用の重要性を示

し、財政当局との丁寧な調整による予算確保やふるさと納税による財源

を確保していく。
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（事業番号４－Ｂ）

事業名 宿泊施設・飲食店・交通アクセス等の整備

概要 来訪者の満足度向上や地域の稼ぐ力を高めるため、観光インフラの整備

を推進する。

取組名 取組内容 実施主体

①

宿泊施設の整備 古民家等を改修した民泊施設、ホテル等の新設

を促し、観光消費額の向上に繋げる。 民間事業者

②

飲食店の整備 来訪者の満足度の向上と観光消費額の向上に向

けて飲食店の新規開設を促す。 民間事業者

③

２次交通の充実 電動自転車、バイク等の２次交通を充実し、周遊

性と利便性の向上を図る。 民間事業者

④

年度 事業評価指標 実績値・目標値

2022

民間宿泊施設の新規出店数

17 件

2023 22 件

2024 15 件

2025 民間宿泊施設の新規出店数 5件

2026 民間宿泊施設の新規出店数 5件

2027 民間宿泊施設の新規出店数 5件

事業費 2025 年度：30 百万円 2026 年度：30 百万円 2027 年度：30 百万円

継続に向けた

事業設計

総務省のローカル 10,000 プロジェクトなど国の補助制度の活用を民間

事業者へ促し、初期投資費用を確保していく。
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（７）－５ 観光事業化

（事業番号５－Ａ）

事業名 日本遺産ストーリーを体験する商品開発

概要 ガイドツアーの催行、日本遺産ストーリーに関連する商品の開発、クル

ージング等による誘客を推進し、エリア内での消費拡大や経済効果を生

み出す。

取組名 取組内容 実施主体

①

石の島周遊ガイドツア

ー事業

日本遺産のストーリーを理解し、より深く楽し

むことのできる、「石の島」周遊ガイドツアーを

実施する。ブラッシュアップした後、ガイドツア

ーの販売を目指す。

地域 DMO 観

光協会、民間

事業者

②

新規商品の開発 日本遺産ストーリーをＰＲする商品開発を促す

ため、助成制度を継続実施する。

笠岡市、丸亀

市、土庄町、

小豆島町、

③

クルーズ船の誘致 にっぽん丸、飛鳥Ⅱ、飛鳥Ⅲ、CORAL GEOGRAPHER

などクルーズ船の誘致に継続して取組み、構成

文化財を巡ることで日本遺産への理解と観光消

費額の向上、さらに備讃諸島の周遊（アイランド

ホッピング）を促す。

民間事業者

④

島内周遊促進事業 尾上邸等の構成文化財を活用し、島での宿泊を促

すとともに、食文化やレンタサイクル等、島内周遊

を楽しめるコンテンツを一体的に情報発信する。

協議会、笠岡

市、丸亀市、土

庄町、小豆島町

⑤

日本遺産関連グッズの

販売

協議会が単費で制作したトートバッグ、マスキ

ングテープ等を日本遺産フェスティバル等の全

国イベントで販売し、財源の獲得と商品数の拡

大を目指す。

協議会

年度 事業評価指標 実績値・目標値

2022

日本遺産関連商品数（累計）

51 件

2023 71 件

2024
85 件（1月末時点）（審査時）

85 件（審査後に判明した実績値）

2025 日本遺産関連商品数（新規） 8件

2026 日本遺産関連商品数（新規） 8件

2027 日本遺産関連商品数（新規） 8件

事業費 2025 年度：3,150 千円 2026 年度：3,150 千円 2027 年度：3,150 千円

継続に向けた

事業設計

日本遺産の認知度を高め、商品事業化に参画する民間事業者を増やすこ

とで、商品開発数を確保していく。初期投資を助成することで継続性を

高めるとともに、協議会自らも稼ぐ仕組みを構築する。
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（７）－６ 普及啓発

（事業番号６－Ａ）

事業名 子どもたちや地域住民への普及啓発

概要 小学校・中学校・高校での出前授業の実施や構成文化財での探求活動を

継続展開するとともに、地域住民のシビックプライド醸成に向けてシン

ポジウムやワークショップ等のイベントを開催する。

取組名 取組内容 実施主体

①

学校教育・若者交流連

携事業

エリア内の小・中学校に出向いて出前講座を行

うとともに、校外学習として児童生徒が日本遺

産構成文化財を体験する機会を設ける。

高校の地域学とも連携し、若者が日本遺産に主

体的に関わる機会を提供する。

協議会、笠岡

市、丸亀市、

土庄町、小豆

島町

②

大学との域学連携等を

活用した普及啓発

包括連携協定を結んでいる大学等との域学連携

事業の機会に日本遺産ストーリーや構成文化財

を紹介する。

笠岡市、丸亀

市、土庄町、

小豆島町

③

丸亀城を活用した普及

啓発事業

丸亀城の石垣復旧工事が、日本遺産「石の島」で

つながる市町から運んだ石によって行われてい

ることを象徴的にアピールするとともに、「丸亀

お城まつり」において継続的に普及啓発を行う。

協議会、笠岡

市、丸亀市、

土庄町、小豆

島町

④

地域での継続的なイベ

ント事業

地域において日本遺産のストーリーを紹介する

ワークショップ、パネル展示、シンポジウム等を

開催し、継続的に普及啓発を行う。

協議会、笠岡

市、丸亀市、

土庄町、小豆

島町

年度 事業評価指標 実績値・目標値

2022
日本遺産ストーリーの学習体験をした児童・生徒

の数

224 人

2023 572 人

2024 1,424 人

2025 日本遺産ストーリーの学習体験をした人の数 1,500 人

2026 日本遺産ストーリーの学習体験をした人の数 1,700 人

2027 日本遺産ストーリーの学習体験をした人の数 2,000 人

事業費 2025 年度：2,400 千円 2026 年度：2,400 千円 2027 年度：2,400 千円

継続に向けた

事業設計

教育委員会、学校、公民館等との連携・協力体制を強化し、継続的な学

習体験機会を確保する。
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（７）－７ 情報編集・発信

（事業番号７－Ａ）

事業名 戦略的な情報発信

概要 公式ＨＰやＳＮＳを活用した情報発信により、日本遺産「石の島」スト

ーリーの魅力や交通アクセス、イベント情報などを発信

取組名 取組内容 実施主体

①

公式ＨＰでの定期的な

情報発信

モバイル対応済みの公式ＨＰにおいて最新の情

報を発信し続けるとともに、魅力的なコンテン

ツの充実を図る。各市町の関係機関や周辺施設

のＨＰと相互リンクし、観光情報の機能強化を

実施する。

協議会

②

ＳＮＳによる情報発信 情報編集・発信グループが主体となって、ＳＮＳ

発信の頻度を高め、プレゼントキャンペーン等

を行い、フォロワーの増加を目指す。海外向け情

報発信はエリア内居住の外国人によるＳＮＳ等

での情報発信を進める。

協議会

③

イベント等での情報発

信

全国規模のイベントにおいて、ブース出展を継

続し、日本遺産ストーリーの認知度向上を図る。 協議会

④

メディアを活かした情

報発信

映画をはじめ、テレビ番組、ラジオ放送等のメデ

ィアに取り上げられることで、情報発信の機会

を拡大していく。

観光協会

年度 事業評価指標 実績値・目標値

2022

公式ＨＰ、ＳＮＳでの投稿数

103 件

2023 116 件

2024
180 件（2月時点）（審査時）

180 件（審査後に判明した実績値）

2025 公式ＨＰ、ＳＮＳでの投稿数 200 件

2026 公式ＨＰ、ＳＮＳでの投稿数 200 件

2027 公式ＨＰ、ＳＮＳでの投稿数 200 件

事業費 2025 年度：500 千円 2026 年度：500 千円 2027 年度：500 千円

継続に向けた

事業設計

情報編集・発信グループを組織化することで定期的かつ継続的な情報発

信の仕組みを構築する。
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